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奈良市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例 

（平成30年奈良市条例第28号） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号。以下「法」という。）第80条第１項の規定に基づき、福祉ホームの設備及び運営の基

準について定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法において使用する用語の例による。 

（福祉ホームの設備及び運営の基準） 

第３条 福祉ホームの設備及び運営の基準は、次条から第11条までに定めるもののほか、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの設備及び運営に関す

る基準（平成18年厚生労働省令第176号。以下「福祉ホーム基準」という。）の定めるところによ

る。 

（暴力団の排除） 

第４条 福祉ホームは、その運営に当たっては、奈良市暴力団排除条例（平成24年奈良市条例第24

号）第２条第１号に規定する暴力団を利することとならないようにしなければならない。 

（食事の特例） 

第５条 福祉ホームは、食事の提供に当たっては、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜（し）好

を考慮したものとするとともに、適切な時間に提供するよう努めなければならない。 

２ 福祉ホームは、食事の提供を行う場合には、旬の食材や郷土食を取り入れる等、利用者の食べ

る意欲の維持及び向上を考慮した献立の工夫に努めなければならない。 

（職員の配置の基準の特例） 

第６条 福祉ホームは、職員に対し、その能力、資格、経験等に応じた処遇を行うよう努めなけれ

ばならない。 

（非常災害対策の特例） 

第７条 福祉ホームは、非常災害に備えるために定期的に実施する避難訓練、救出訓練その他必要

な訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

２ 福祉ホームは、非常災害時に必要な非常食、飲用水、日用品等の備蓄に努めなければならない。 

（身体拘束等の禁止） 

第８条 福祉ホームは、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保
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護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体拘束等」という。）を行ってはならない。 

２ 福祉ホームは、前項の緊急やむを得ない場合の判断等を行うための合議体を設置しなければな

らない。 

３ 福祉ホームは、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況、緊急やむを得ない理由（当該理由について検討した過程を含む。）、解除予定日並

びに解除に向けた具体的な取組その他必要な事項を記録しなければならない。 

４ 福祉ホームは、職員に対し、身体拘束等の廃止のための研修を定期的に実施しなければならな

い。 

（記録の整備の特例） 

第９条 福祉ホームは、前条第３項に規定する身体拘束等の記録を整備し、当該サービスを提供し

た日から５年間保存しなければならない。 

（報告） 

第10条 福祉ホームは、サービスの向上に関する施策の推進を図るため市長が別に定めるところに

よりそのサービスの状況、質の評価及び改善の取組等について報告を求めたときは、協力しなけ

ればならない。 

（地域との連携） 

第11条 福祉ホームは、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協

力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

（委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

（福祉ホーム基準の規定の引用に関する経過措置） 

第２条 第３条の規定の適用に関する経過措置は、福祉ホーム基準の附則及び福祉ホーム基準を改

正する省令の附則に規定する経過措置の例による。 


